
感震ブレーカー設置促進にかかる総務企画委員会への説明資料 

 

 

１．感震ブレーカー普及促進の経緯 

  令和６年１月１日石川県で発生した能登半島地震をきっかけに、これまでの大震災で発生

した火災の多くは電気が原因であったことから、国を挙げて感震ブレーカーの普及を進め

ていくこととなりました。 

感震ブレーカーとは地震の発生直後に、収容物の散乱やパニック等に陥ることで電気器

具のコンセントを抜いたり、分電盤のブレーカースイッチの切断操作が困難となる状況下で

も、家人に代わって電気遮断を行ってくれる安全装置です。 

 

 

２．名張市における取組み 

   令和３年から市公式ホームページで感震ブレーカーを案内していましたが、さらに普及促

進を推し進めるため火災予防条例を改正し、それまで消防本部内で組織していた「住宅用

火災警報器設置促進委員会」を廃止し、令和８年４月１日から市役所各関係室を含む「住

宅防火対策推進会議」を立上げました。それに伴い、これまでの住宅用火災警報器に加え、

感震ブレーカーの普及促進を含む住宅防火全般について取り組んでいくこととなりました。 

   具体的な施策として、これまでと同様に、消防本部での街頭啓発や広報を行いつつ、市 

関係室の窓口に感震ブレーカー等のチラシを置き、来庁された市民への説明や、各執務の

出向業務の機会にもチラシの手渡しや説明を行う等の協力体制を敷いています。 

   なお、令和８年７月９日時点で感震ブレーカー設置の補助制度を設けているのは、三重

県下で４市（亀山市・松阪市・志摩市・熊野市）、１町（北牟婁郡紀北町）となっています。 

 

 

３．感震ブレーカーの補足説明について 

感震ブレーカーには 4 つのタイプがあり、金額や機能に差異があります。三重県下で補

助制度を設けている自治体でも、補助対象（高齢者や障がい者など）や補助内容（金額や

現物支給など）は様々です。 

参考までに、名張市では、類似の住宅用火災警報器設置にかかる助成を行っています

が、所管は福祉こども部 障害福祉室で、身体障害２級又は知的障害２級以上の者が属す

る世帯が対象、基準額は 15,500 円となっています。 



市　町　村　名 補　助　・　支　給　の　内　容 対象要件

①「亀山市自主防災組織に対する防災資材支給要綱」に基づく現物支給

　　→１自主防災組織につき100万円相当を限度として、1回限り支給する。

②「亀山市自主防災組織に対する防災資機材等補助金交付要綱」に基づく補助金交付

　　→1自主防災組織に対し、補助金の額は、防災資機材の購入及び修繕に要する費用

　　　に相当する額の合計額の2分の1に相当する額(15万円を超える場合は、15万円)

　　　とする。

地域主体である自主防災組織が配備する感震ブレーカーに対し、防災資機材整備費から

助成対象金額の2分の１（上限6万円）を支給する。

①65歳以上の高齢者のみ、②身体障がい者の属する、③知的障がい者の属する、④精神

障がいの属する、⑤市長が特に認める、のいずれかに属する世帯（者）のうち、応募者100

件に対し、以下の感震ブレーカー（現物）を無料で支給する。

※支給内容…100件（コンセントタイプ、簡易（バネ式）タイプ各50個）で、１世帯当たり1個

　　　　　　　　　申請件数に達した時点で終了

高齢者のみの世帯、障がい者等の各種要件に該当する者を対象に、市が購入した簡易型 高齢者、障がい

感震ブレーカー（重り型）を、有償（1,000円負担）で配布、取付けを行う。 者等の各種要件

管轄市在住者で簡易型感震ブレーカーを設置した住民に対して、上限を3,000円とした補

助金制度あり。

※紀北町ホームページに案内なし

三重県内　各市町の感震ブレーカー設置にかかる補助制度について（令和8年7月9日時点）

自主防災組織亀　山　市

担当部局

市防災安全課

上記内容については、令和8年7月9日開催の三重県予防担当課長会議にて、各市町から情報提供されたものです。

応募世帯（者） 市防災危機管理課志摩市

松　阪　市 自主防災組織

松阪市防災対策課による補
助は松阪市内のみを対象

市防災対策推進課熊野市

※多気・明和の担当部局は

不明

※詳細規定は不
明

防災危機管理課北牟婁郡紀北町










